






















⑴　本稿は，グレイトブリテン及び北アイルランド連合王国（United Kingdom of Great 


























































































は，①権利請願（Petition of Right. 1623年），②1639年人身保護法（Habeas 







and Mar Sess 2 c 2］. 新 暦 1639 年 制 定），④ 1301 年 王 位 継 承 法（Act of 























































⑽　See, Martin Loughlin, The British Constitution: A Very Short Introduction 91-92 
（Oxford University Press 2013）; A W Bradley, K D Ewing & C J K Knight, Constitutional 
and Administrative Law 353-53 （16th edn, Pearson Education 2015）; Colm O’Cinneide, 
ʻHuman Rights and the UK Constitution  ʼ in Jeffrey Jowell, Dawn Oliver & Colm 
O’Cinneide （eds）, The Changing Constitution 63, 30 （3th edn, Oxford University Press 
2015）.
















　19世紀，Albert Venn Dicey は『憲法序説』（初版1335年）を著し，憲法の
枠組みを定式化した。Dicey は「イギリス憲法全体を支配する二つの原理（14）」
として，①議会主権（Sovereignty of Parliament）と②法の支配（Rule of 
Law）を挙げる。第一に，議会主権の下，国王，貴族院（House of Lords. 議
会上院）及び庶民院（House of Commons. 議会下院）が共同して活動する 





ある ―『絶対王政』対『法の支配』？ ― 」松井茂記（編著）『スターバックスでラテ
を飲みながら憲法を考える』（有斐閣・2016年）所収295頁以下が示唆に富む。
⑿　Bradley, supra note 10, at 353.
⒀　（1365） 19 St Tr 1029. 当該判決に係る邦語文献につき，下山瑛二「イギリス法におけ
る基本権 ―『人身の自由』の制度的定着過程について ― 」東京大学社会科学研究所
（編）『基本的人権２　歴史Ⅰ』（東京大学出版会・1963年）所収233頁以下，310-331頁，
『英米判例百選Ⅰ　公法』（別冊ジュリスト・1933年）36頁〔高窪貞人〕。
⒁　A V Dicey, An Introduction to The Study of the Law of the Constitution 406 （10th 






























⒂　Bradley, supra note 10, at 353.
⒃　David Feldman, Civil Liberties and Human Rights in England and Wales 30（2nd 





























⒄　奥平康弘『憲法Ⅲ ― 憲法が保障する権利 ― 』（有斐閣・1993年）12頁。
⒅　Dicey, supra note 14, at 429-32.〔訳書405-403頁〕
⒆　奥平・前掲註⒄13頁。
⒇　Dicey, supra note 14, at 199.〔訳書133頁〕


















1911年国家秘密法（Official Secrets Act 1911［1 & 2 Geo 5 c 23］），1914年国
土防衛法（Defence of the Realm Act 1914［4 & 5 Geo 5 c 29］）及び1920年










㉓　Loughlin, supra note 10, at 92-93; O’Cinneide, supra note 10, at 31.





うに制定法を解釈する。Lord Denning は1943年の著名な講演において， 
「我々の人身の自由を保障するための我々の手続は十分である」一方，「権力
の濫用を阻止するための我々の手続は十分でない」と述べた（25）。Malone v 
























㉗　Loughlin, supra note 10, at 93-93. 深澤龍一郎『裁量統制の法理と展開― イギリス裁
量統制論 ― 』（信山社・2013年）153-159頁，214-215頁参照。









　行政決定に対する司法審査申立て（application for judicial review. 現行名
称は司法審査請求［claim for judicial review］である）手続が，最高法院規
則53号（Rules of the Supreme Court, Order 53）の全部改正（1933年）と，






㉙　Anisminic Ltd v Foreign Compensation Commission, ［1969］ 2 AC 143.
㉚　Ridge v Baldwin, ［1964］ AC 40.
㉛　Supreme Court はイングランド及びウェールズの控訴院（Court of Appeal），高等法
院（High Court of Justice）及び刑事法院（Crown Court）の総称であった。この総称は
現在，2005年憲法改革法（Constitutional Reform Act 2005, c 4）59条に基づき，上級裁
判所（Senior Courts）に変更されている。これにともない，1931年法の現行名称も1931
年上級裁判所法（Senior Courts Act 1931）に変更されている。









則53号は民事訴訟規則54号（Civil Procedure Rules, Part 54）に置き換わり，民事訴訟規
則54号が現行規則である。See <https://www.justice.gov.uk/courts/procedure-rules/civil/
























㉞　Council of Civil Service Unions v Minister for the Civil Service［GCHQ Case］, ［1935］ 
AC 334.
㉟　R v Panel on Takeovers and Mergers, ex parte Datafin plc, ［1933］ QB 315.
㊱　R v Inland Revenue Commissioner, ex parte National Federation of Self-employed and 




㊳　Golder v the United Kingdom［GC］, 21 February 1935, Series A no 13. 当該判決に係
る邦語文献につき，戸波江二＝北村泰三＝建石真公子＝小畑郁＝江島晶子（編）『ヨーロ
ッパ人権裁判所の判例』（信山社・2003年）所収235頁〔北村泰三〕。























ストの取材源秘匿が争点となった X v Mogan-Grampian （Publishers） Ltd
判決（42）において Lord Bridge は，「法の支配の維持は，民主的な選挙権と同
じく，自由社会において全く重要である。我々の社会における法の支配は，
①法の定立における議会中の国王の主権と②法の解釈・適用における国王の
㊵　Malone v the United Kingdom ［PC］, 2 August 1934, Series A no 34. 当該判決に係る
邦語文献につき，戸波ほか（編）・前掲註㊳342頁〔倉持孝司〕。
㊶　Loughlin, supra note 10, at 101.



























㊸　Loughlin, supra note 10, at 93-99.































































㊼　See Merris Amos, Human Rights Law 33-112 （2nd edn, Hart Publishing 2014）.
㊽　R v Commissioner of Police of the Metropolis, ex parte Rottman,［2002］ UKHL 20,
［2002］ 2 AC 692.
㊾　深澤・前掲㉗251-313頁。


























［2001］ 2 AC 532.
　R v Secretary of State for the Home Department, ex parte Razgar,［2004］ UKHL 23,
［2004］ 2 AC 363.
　Huang v Secretary of State for the Home Department and Kashmiri v Secretary of 





一般的な憲法問題や個別の議会制定法案（法案草案 draft Bill を含む）等に含
まれる人権問題に見解を示している（54）。代表例が人権両院合同委員会（Joint 










になった（55）。1932年ヨーロッパ共同体加盟法（European Communities Act 
1932, c 63）の制定や，議会制定法を人権条約違反とする欧州人権裁判所の判
決が続いたこと（Ⅱ３参照）も，この疑念に拍車をかけた。これらを背景に，






　木下和朗「第二院の憲法保障機能 ― 比較法概観とイギリス貴族院における制度運 
用 ― 」憲法理論研究会（編）『憲法学の未来〔憲法理論叢書13号〕』（敬文堂・2010年）
所収135頁以下参照。















刑者の選挙権を停止する1933年国民代表法（Representation of the People 







　2016年６月23日，イギリスの EU 離脱（ブレグジット Brexit と称される）
の賛否を問う国民投票において，投票者の過半数が離脱を支持した。これに
より直ちに人権法をはじめ人権保障の制度が変わるわけではない。欧州人権
条約は EU 法と異なる法体系だからである。ただし，EU 離脱の影響が人権
法や新権利章典論争にどのように波及するか，そもそもイギリス法がどのよ
うに変移するかは，予断を許さない状況にある。
　Hirst v the United Kingdom （no 2）［GC］, 6 October 2005, Reports 2005- Ⅸ. 2010年，
人権裁判所は，33年法改正法案の議会提出を政府に求めるパイロット判決を出すに至っ
























































　Steve Bruce, Politics and Religion in the United Kingdom 11 （Routledge 2012）.
　Amos, supra note 43, at 523ff.
















































Act 1936, c 6）は，治安紊乱の蓋然性があることを要件に，人種差別言論に
も適用された。1965年人種関係法（Race Relations Act 1965, c 33）は，移民
増加にともなう人種間の緊張を緩和する政策の一環として制定され，治安紊
乱を要件としない人種憎悪煽動（incitement to racial hatred）罪を初めて法
定した（６条）。人種憎悪煽動罪は，数度の改正と新法制定を経て，現行法で









　Campbell v MGN Ltd,［2004］ UKHL 22,［2004］ 2 AC 453.
　奈須祐治「イギリスにおけるヘイト・スピーチ規制法の歴史と現状」西南学院大学法
学論集43巻１号（2015年）203頁以下，村上玲「イギリスと憎悪扇動表現」倉持孝司＝松























法定にともない，2003年刑事司法及び移民法（Criminal Justice and Immigration 




























金法（Equal Pay Act 1930, c 41），1935年性差別禁止法（Sex Discrimination 
Act 1935, c 65），1936年人種関係法（Race Relations Act 1936, c 34），1995
年障害者差別禁止法（Disability Discrimination Act 1995, c 50）に代表され
る個別の議会制定法及び制定法文書（Statutory Instruments. 従位立法）の制
定を通じて，差別禁止の対象となる事由，形態及び関係が拡充されてきた（32）。
Legislative Scrutiny: Criminal Justice and Immigration Bill, p 53 （Memorandum to the 
Joint Committee on Human Rights from The Ministry of Justice - Criminal Justice and 
Immigration Bill, para 10）. 当該データの所在に関して，奈須祐治教授から御教示を賜っ
た。記して感謝申し上げる。
　Richard Stone, Textbook on Civil Liberties & Human Rights 433 （10th edn, Oxford 
University Press 2014）. なお，村上・前掲註（二）1369頁も同旨。
　Stone, supra note 30, at 519.



























































年平等法（Equality Act 2006, c 15）に基づき，平等及び人権委員会（Equality 
and Human Rights Commission）が設置される（34）。当該委員会の任務は広汎
にわたり，被害者の救済を補佐する権限も有する。当該委員会は国内人権機
関としても位置付けられる。




























































正な裁判を受ける権利 ― 特別弁護人付き証拠非開示手続制度の適法性 ― 」榊原秀
訓『行政法システムの構造転換 ― イギリスにおける「行政的正義」― 』（日本評論
社・2015年）所収43頁以下，49-56頁，江島晶子「イギリスにおけるテロ対策法制と人権
― 多層的人権保障システムへの新たな挑戦 ― 」論究ジュリスト21号（2013年）53
頁以下等参照。
　④の問題に関する詳細な検討として，上田・前掲註参照。







く当該権限への適用除外（derogation）を宣言し，命令（Human Rights Act 
1993［Designated Derogation］ Order 2001）を制定した。
　2001年法に基づく無期限勾留は16人の外国人に適用された。貴族院は2004



















































― 2005年テロ防止法を中心に― 」大沢秀介＝小山剛（編）『自由と安全― 各国
の理論と実務 ― 』（尚学社・2009年）所収309頁以下等参照。











を無効にできるとした。他方，Secretary of State for the Home Department v 
E 判決（32）においては全員一致をもって，１日12時間の外出禁止は身体の自由
の剝奪に当たらないと判断した。さらに2010年，Secretary of State for the 











ム防止調査措置法（Terrorism Prevention and Investigation Measures Act 
2011, c 23）が制定された（34）。2011年法の制定は，2005年法と比較すると，十
　［2003］ UKHL 43,［2003］ 1 AC 499.
　［2010］ UKSC 24,［2011］ 2 AC 1.
　河島太朗「【イギリス】2011年テロリズム防止調査措置法の制定」外国の立法251-１号 
（2012年）< http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_3433653_po_02510104.pdf?content 


























　Cm 3004 ［2011］, Review of Counter-Terrorism and Security Powers: Review 
Findings and Recommendations.
　Alexander Horne & Clive Walker, ʻLessons Learned for Political Constitutionalism? 
Comparing the Enactment of Control Orders and Terrorism Prevention and 
Investigation Measures by the UK Parliament’ ［2014］ PL 263, at 233.
31
岡　法（67―１）
一〇八
108
結びに代えて
　イギリスにおいては，人権保障の伝統的枠組みの限界を克服するべく，人
権法という新制度を導入し，議会主権という憲法原理を維持する一方，人権
保障における裁判所の役割が飛躍的に拡大した。このことにより，政治部門
と裁判所の相互作用，議会による人権保障の強化，権利章典制定論議という
多様な展開が生じている。ここに，独特の伝統と革新との調和という経験知
を見出し得る。また，イギリスにおける人権保障は，国内・ヨーロッパの重
層にわたる統治部門間の相互関係と多様な統治手法とを通じた動態的過程で
ある。その保障が最善であるかは分からず，完璧でもないが，停滞はしてい
ない。確かに，人権保障の眼目の一つは普遍性の追求にある。ただし，これ
に加えて，時代ごとに妥当する人権の内容と保障の仕組みを積極的に追求，
構築することの重要性をイギリスの実践は我々に教えている。
